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ラテンアメリカは強固な重要鉱物サプライチェーンを築け
るか（上）：世界の経済安全保障の観点から 

 

桑山幹夫 * 

 
【要旨】本レポートは、銅、リチウム、ニッケル、コバルトなどの重要鉱物資源が豊かな
ラテンアメリカ・カリブ（LAC）地域において、これらの資源の開発が世界のクリーン・
エネルギー移行や同地域の経済社会開発にどのように貢献していくのか、また、その開発
プロセスから生じる機会と課題について、上下 2 回に分けて論考する。「レポート（上）」
では、重要鉱物産業の動向、主要生産国や大手企業別による産業構造の変化、LAC 地域
の世界賦存量に占める割合について検証したうえで、これらの重要鉱物産業サプライチ
ェーンにおいて存在感を高める中国と比較しながら、LAC 諸国が世界の経済安全保障に
おいて果たしうる役割について考察する。また米国、欧州連合、日本、中国がこれらの鉱
物を「重要鉱物」と特定するに至った地政学的プロセスについても国・地域別に検証す
る。そのうえで、次に「レポート（下）」ではリチウムに焦点を当て、世界のリチウムの
サプライチェーンの異なる工程（採掘・抽出、精錬・加工、リチウムイオン電池製造）に
おいて「リチウム・トライアングル」と呼ばれるアルゼンチン、ボリビア、チリの３か国
に加え、ブラジル、メキシコ、ペルーなどの LAC 産出国の位置づけと、開発戦略として
の役割を分析する。 
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I. はじめに 
 

ラテンアメリカ・カリブ（以下 LAC）地
域には、リチウム、ニッケル、コバルト、マ
ンガン、アルミニウム、銅、シリコン、スズ、
チタン、レアアース(希土類元素）1など、電
気自動車（EV）や再生可能エネルギー、半
導体などに欠かせない「重要鉱物（critical 
minerals）」に富んだ国が幾つかある。特に、
EV に必要な資源であるリチウムは、ガソリ
ンなどの化石燃料の代わりに環境に配慮し
た電気で駆動する移動手段を利用するエレ
クトロ・モビリティ（EM）を積極的に推進
する諸国だけではなく、豊富なリチウム鉱
床を持つ国々からは開発面において「戦略
的物質（strategic materials）」とみなされる。
「リチウム・トライアングル（Lithium 
Triangle）」を形成するアルゼンチン、チリ、
ボリビアだけでなく、埋蔵量が比較的少な
いブラジル、メキシコ、ペルーにおいてもリ
チウム生産が拡大する可能性がある。 

 
EM の推進と再生可能エネルギー需要の

拡大は、重要鉱物、特にリチウム賦存量に恵
まれた LAC 諸国にとって大きな商機であ
ると同時に課題でもある。リチウムの需要
が今後数十年で急増する可能性が高く、そ
の採掘・抽出や精製活動からの輸出増加、雇
用創出、政府税収の拡大、サプライチェーン
工程間の連結性（linkages）強化、化石燃料
や鉱物資源の発掘・抽出に重点を置く活動
から高付加価値の国内産業への多角化など、

 
1 レアアースとは、31 鉱種あるレアメタルの一種で、17 種類の元素（希土類）の総称である。スカンジウ
ム、イットリウム、ランタン、セリウム、プラセオジム、ネオジム、プロメチウム、サマリウム、ユウロビ
ウム、ガドリニウム、テルビウム、ジスプロシウム、ホルミウム、エルビウム、ツリウム、イッテルビウ
ム、ルテチウムを指す。 

経済構造の変化を促進する機会でもある。
しかし、急成長するリチウム需要に LAC 地
域が柔軟に対応していくには幾つかの障害
が混在する。確認された資源のうち、経済的
に採掘できる埋蔵量は、鉱床の地質学的条
件や使用可能な技術や採掘方法だけでなく、
脱炭素化に向けての運輸部門の電動化策な
どの経済的要因、市場条件、資金調達に加
え、開発に関する法整備、環境保全やローカ
ルコミュニティに与える影響など、政治・社
会的条件に関連する多くの要因により、そ
の実現可能性が左右される。 
 

近年、米中対立の激化、コロナ禍、ロシア
によるウクライナ侵攻、中国経済の減速な
どを背景に鉱物サプライチェーンの分断化
が進むなか、重要鉱物が世界の経済安全保
障に及ぼす影響が重要視されてきている。
世界最大の鉱物精錬ハブであるものの大量
の原材料を輸入に依存する中国は、これら
の資源への戦略的アクセスを確保するため
に、アフリカとラテンアメリカでサプライ
チェーン「上流」だけではなく、「下流」設
備への海外投資を積極的に進めている。米
国、オーストラリア、カナダの企業も中国企
業に追従して重要鉱物の安定供給源の確保
を図る。このような状況を背景に、重要鉱物
を「重要物質（critical materials）」とみなし、
開発のための「戦略的（strategic）」資源で
あると特定し、開発の重要手段として位置
づけて経済社会利益に繋げるため、そのガ
バナンス政策や政策枠組みを強化している
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国が LAC 地域には何か国かある。これらの
資源がどのように採掘・抽出され、加工さ
れ、製品化されるかは、LAC 産出国にとっ
て経済に重要なだけでなく、地政学的意義
もある。 
 
 
II. 世界の重要鉱物産業における LAC の位

置づけ 
 
気候変動の影響が深刻化するにつれ、太陽

光発電や風力エネルギー、リチウムイオン
電池などのクリーン・エネルギー技術に必
要となる鉱物や金属に対する認識が劇的に
変化してきている。その背景には、石油、天
然ガス、石炭のような化石燃料資源に比べ、
リチウムイオン電池の製造に不可欠なリチ
ウム、ニッケル、コバルト、銅などのクリー
ン・エネルギーへの移行に不可欠な鉱物の
埋蔵量や生産量が地理的に集中する実情が
ある。重要鉱物の採掘・抽出工程だけでな
く、加工・精製工程においても中国の存在感
が高まるにつれ、世界で資源ナショナリズ
ムが台頭し、脱中国依存と分断化が進む素
材サプライチェーンの再構築が急務である
とする認識が高まっている。 
 
A. 総論 
 

太陽光発電やリチウムイオン電池などの

 
2 ニッケル、コバルト、マンガン、グラファイトは、リチウムイオン電池（LIB）の性能、寿命、エネルギ
ー密度に欠かせない。電力ネットワークは大量の銅とアルミニウムを必要とし、銅はすべての電気関連技
術の基礎となる（IEA 2022）。大半の電池はリチウムとコバルトに依存する。LIB にはレアアースは使用さ
れていない。レアアースは主推進モーターを形成する磁石に必要と同時に、モーターの磁石にはネオジム
やサマリウムが必要で、テルビウムやジスプロシウムを必要とする場合もある。最も一般的な希土類磁石
はネオジム・鉄・ボロン（NdFeB）とサマリウム・コバルト（SmCo）である（Shepard 2023）。 

クリーン・エネルギー技術の普及が銅、リチ
ウム、ニッケル、コバルト、グラファイト、
レアアースなどの重要鉱物市場のかつてな
い成長を後押しする。2017 年～22 年にリ
チウム需要が 3 倍、コバルトで 70%、ニッ
ケルで 40%伸びた。重要鉱物の市場規模は
5 年間で倍増し、2022 年に 3,200 億ドル（約
45 兆円）に達した。「亜鉛や鉛のようなバル
ク原料とは対照的に、かつては小規模市場
セグメントでしかなかった重要鉱物が今や
鉱・金属産業の舞台中央へと移りつつある。
これは産業界に新たな商機をもたらし、社
会に雇用を創出し、場合によっては化石燃
料依存経済の多角化に貢献する」と、国際エ
ネルギー機関（IEA）が直近の報告書で指摘
している（IEA 2023）。 
 

その反面、風力タービン、太陽光発電パネ
ル、リチウムイオン電池、送電インフラなど
のクリーン・エネルギー源には、従来の化石
燃料に基づく生産・精錬・加工技術よりも多
くの、そして多種多様な鉱物が必要となる 2

（IEA 2022、ECLAC 2023b）。例えば、EV
は従来の自動車の 6 倍の鉱物を、洋上風力
発電所は同じ容量のガス火力発電所の 9 倍
の鉱物資源を必要とする（ECLAC 2023a）。
EM 志向がこれからも維持されるには、リ
チウムイオン電池の需要拡大に対応できる
素材サプライチェーンの拡充や自動車メー
カーによる設備投資が不可欠となる。 
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特別報告書を 2021 年（2022 年に改訂）
に発表して以降、IEA は鉱物需要予測を定
期的に更新してきた。その予測結果は、パリ
協定に定められる「2050 年世界ネットゼロ
を達成するためのシナリオ」3によって大き
く異なる。2023 年予測によると、有志国が
宣言した脱炭素化に向けた指針を反映した
公約シナリオ（APS）では、2022 年を基準
年とすれば 2030 年までに重要鉱物需要が
2.5 倍、2050 年ネット・ゼロ・エミッショ
ン（NZE）シナリオでは 3.5 倍、各国が表
明済みの具体的政策を反映したシナリオ
（STEPS）では 2 倍弱増加する（IEA 2023）。
リチウムが最も需要の伸びが大きい鉱物で、
シナリオによって、2020 年から 2040 年ま
でに 13 倍から最大 42 倍に増加すると IEA
はみている（IEA 2022）。 
 

クリーン・エネルギー移行に不可欠な多
くの鉱物の価格は、需給バランス、関連技術
の革新、サプライチェーンの混乱、供給ボト
ルネックなどの複合的な要因によって大き
く変動する（ECLAC 2023a）。多くの重要鉱

 
3 特別報告書を 2021 年に発表して以降、IEA は鉱物需要予測を定期的に更新してきた。IEA は、① 2050 
年世界ネットゼロを達成するためのシナリオ（NZE : Zero Emissions by 2050 Scenario）、② 有志国が宣言
した脱炭素化に向けた指針を反映したシナリオ（APS : Announced Pledges Scenario）、③ 各国が表明済み
の具体的政策を反映したシナリオ（STEPS : Stated Policies Scenario）の３つの異なるシナリオに基づいて
需要予測を行ってきた（IEA 2023、2022）。 
4 重要鉱物の価格は、2021 年から 22 年初めにかけて大幅に上昇した。特に、リチウムとニッケル価格が
高騰した。重要鉱物の価格は相対的に 2023 年に入って下落傾向にあるものの、依然として過去の平均価格
を大きく上回っている（IEA 2023）。中国での下落が大きい（日本経済新聞 2023b）。2023 年 1～4 月、中
国の炭酸リチウム価格が 60%以上急落したのに対し、欧州では 20%の下落にとどまった。これは主に電池
サプライチェーンにおける在庫調整によるもので、一般需要は維持されている。2023 年 5 月以降、中国国
内のリチウム価格は回復の兆しを見せており、短期的な需要回復への楽観論が高まっている（IEA 2023）。
その一方で、悲観的な見方もある。リチウム生産世界第１のオーストラリア政府の予測によると、スポジ
ュメン価格は 2022 年の平均 1 トン 4,368 ドルから 2023 年には 4,357 ドルに若干だが下落する。2024 年
の価格は前年比約 40％減の 2,740 ドルとなり、2025 年にはさらに 2,149 ドルまで下落する。だが、この価
格は 2021 年までの 3 年間の平均価格のトン当たり 671 ドルを大きく上回る（Els 2023）。 

物の価格は、2021 年から 2022 年当初にか
けて大幅に上昇、特にリチウムとニッケル
が高騰した。大半の価格は 2022 年後半から
2023 年に入って下落傾向にあるものの、依
然として過去の平均価格を大きく上回る水
準で推移している。重要鉱物の価格は変動
しながらも 2021 年までの 3 年間に記録さ
れた低価格まで下落することはないと予測
される。4 一方で、技術革新と規模の経済
の効果により、太陽光発電やバッテリーな
どのクリーン・エネルギー技術のコストが
2020 年末まで下がり続けたが、その後、原
材料価格の高騰もあって、この 10 年間続い
た改善傾向が逆転している。しかし、現在の
クリーン・エネルギー技術の価格が 10 年前
より大幅に下がっていることは注目に値す
る（IEA 2023）。 
 

世界の EV 販売台数は 2022 年に 60％増
加し、1,000 万台を超えた。新車販売台数の
うち EV は 2020 年の 5%未満から 14%に増
加した。中国がリーダー的存在で、2022 年
の世界の EV 販売台数の約 60%を占めた。
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EU、米国がこれに続く。これらの市場で EV
需要が急伸している背景には、世界で幅広
く展開される気候変動対策の一環として、
EV 生産と消費に対する環境保全規制の強
化や税制上の優遇措置の導入がある 5（IEA 
2023、ECLAC 2023a）。EV の販売は 3 大市
場以外では総じて少ないが、インドやイン
ドネシアなど一部の新興市場が有望視され
る。手頃な価格のモデルが増え、政策支援が
強化されたことで、2023 年第 1 四半期には
230 万台以上の EV が販売され、前年同期
比で約 25%増となった（IEA 2023）。LAC
地域では、ブラジルが最大の EV 市場で、メ
キシコ、コロンビアがそれに続く。コロンビ
ア、コスタリカ、ウルグアイなどの国々で
EV 化が進むと予測される。しかし、同地域
の平均普及率は依然として 1％を下回って
いる（ECLAC 2023a）。 
 

クリーン・エネルギー移行に不可欠な鉱
物の多くは、化石燃料と比較すると、埋蔵量
と生産量が地理的に集中する傾向がある。
例えば、リチウムの場合、主要生産 3 か国
で世界生産の 75％超を占める。コバルトで
はコンゴ民主共和国が世界全体の 70％弱を
生産する（USGS 2023）。LAC 地域は合わ
せてリチウムの世界埋蔵量の 47％、銅の
37％、グラファイトの 23％、レアアースの
17％、ニッケルの 16％を占める重要鉱物の
主要供給源である。特に、銅とリチウム生産
量において LAC 占有率が高い（ECLAC 

 
5 これらの措置に支えられ、特に高所得国で EV の普及率が上昇している。EV 補助金や優遇措置に対する
公的支出は 2021 年に倍増し、世界で約 300 億ドルに達した。今後数十年で内燃機関を廃止することを約
束し、意欲的な自動車電化目標を設定する国も増えている。クリーン・エネルギー閣僚フォーラムの枠組
みで、電気自動車の導入と普及を世界的に加速させるため、チリを含む 16 か国が多国間の政策フォーラム
「電気自動車イニシアティブ（The Electric Vehicle Initiative）」を設立した（ECLAC 2023a）。 

2023b）。キューバはコバルトの主要産出国
で、その埋蔵量は世界の 6％に相当する。世
界有数のグラファイト埋蔵量を誇るブラジ
ルは世界総生産の 7％を担う。世界ニッケ
ル埋蔵量の 16％を有するブラジルは、世界
生産の 2.5％を占める。埋蔵量が多いため、
将来その占有率を伸ばす可能性がある。ペ
ルーとメキシコは世界有数の亜鉛産出国で
ある。銅に関しては、埋蔵量と鉱石生産量で
はペルーに劣るメキシコだが、精錬量では
勝る（USGS 2023）（図－1 参照）。 
  
 中国が世界の重要鉱物市場の「急所」を押
さえている。IEA の分析によると、2022 年、
リチウムでは豪州が採掘・抽出量の 47％を
占めるが、中国がその 65%を精錬・加工す
る。コバルトもコンゴ民主共和国が 69%を
採掘する一方で、中国がその精錬・加工の
65%を担っている。レアアースに至っては、
採掘（65%）と精錬・加工（87%）のいずれ
も中国の独占状態に近い（IEA 2022、2023、
日本経済新聞 2023c、朝日新聞 2023）（図
―2）。 

 
 
 

  



6 
 

 

図－1：LAC 諸国（7 か国）：鉱物の生産量と埋蔵量の世界シェア 2022 年 
（パーセント） 

 
出所：USGS（2023）に基づくデータにより ECLAC（2023b）が作成。Figure II-7, 27 頁から抜粋。 

 
 

図－2：上位 3 か国が特定鉱物資源の世界生産量に占める割合 2022 年 

 
注 DRC＝コンゴ民主共和国。黒鉛抽出は天然片状黒鉛。黒鉛加工は電池用球状黒鉛。 
出所 : S&P Global、USGS (2023)、Mineral Commodity Summaries、Wood Mackenzie に基づく IEA の
分析。IEA（2023）、68 頁から抜粋。 
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 一方で、世界最大の鉱物の精錬・加工のハ
ブである中国は、大量の原材料を輸入に依
存しており、その多くは限られた供給国か
ら調達される。例えば、中国は精錬施設を稼
動させるために採掘コバルトのほとんどを
コンゴ民主共和国に依存している。未精錬
のニッケル鉱石とスズ鉱石の供給の 75～
85％をフィリピンとミャンマーが占める。
中国企業は、アルゼンチン、オーストラリ
ア、チリ、コンゴ民主共和国、インドネシア、
メキシコなどの資源開発プロジェクトに多
額の投資を行っており、高度な垂直統合を
実現しつつある（IEA 2022、ECLAC 2023a）。 
 

重要鉱物需要は急増するが、上記のよう
に、重要鉱物供給源の多様化は進んでいな
い。2019 年の状況と比較すると、2022 年の

上位 3 生産者のシェアは、ニッケルとコバ
ルトについては横ばいか、さらに高まって
いる。採掘・抽出事業についてはいくらか改
善されているものの、大半の重要鉱物の場
合、精製事業が地理的に集中しており、その
集中度は当面は高止まりする可能性が高い。
例えば、2030 年には、精製ニッケルではイ
ンドネシアが独占、精製コバルトでは中国、
カナダ、オーストラリア 3 か国が上位 3 位
にランクインすると予測される。リチウム
化合物においては 2030 年に中国が世界生
産の 50％弱を占めると予測され、現在の優
位性には変わりはない。だた、アルゼンチン
がオーストラリアやチリを追い越して世界
第 2 位のリチウム化合物産出国となる可能
性がある（図―3）。供給源が多様化されな
い背景には、計画中のプロジェクトの大半

図－3：主要鉱物の精製プロジェクトの地理的分布 2023～30 年予測 

 
注：確定および可能性の高いプロジェクトを含む。シェアは 2030 年の供給予測に基づく。 
出所：Wood Mackenzie と Benchmark Mineral Intelligence に基づく IEA の分析。IEA（2023）、69 頁
から抜粋。 
 

リチウム化合物 精製ニッケル 精製コバルト
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は既存地域で開発されており、中国がリチ
ウム化学プラント計画の半分を、インドネ
シアがニッケル精製施設の計画の 90％近く
を占める実情がある。電池用メタルや銅に
加えて、マグネシウム、高純度マンガン、高
純度リン、シリコンといった鉱物が、少数の
供給業者への依存度が高いため、サプライ
チェーンを混乱させる可能性があることを
示している（IEA 2023）。 
 

世界での重要鉱物開発投資は、2021 年の
20％増に続き、2022 年にも 30％拡大した。
2021 年にクリーン・エネルギー投資が最も
多かったのは中国（3,800 億ドル）で、EU
（2,600 億ドル）、米国（2,150 億ドル）が続
いた。EV 関連投資は 930 億ドルに達し、ク
リーン・エネルギー関連投資総額の 6.5%を
占めた（ECLAC 2023a）。重要鉱物開発で大
きな存在感を示す大手鉱業会社 20 社の投
資水準の分析によると、重要鉱物への投資
がクリーン・エネルギー開発に後押しされ
て近年に大幅に増加している。リチウム開
発を専門とする企業は 50％の支出増を記録
6、銅とニッケルを専門とする企業がそれに
続く。中国に拠点を置く企業による投資支
出は 2022 年に倍増した（IEA 2023）。だが、
世界の気候変動目標を達成するために必要
な投資額を下回っているのが現状だ（IEA 
2022）。 

 
世界の投資動向を反映して、近年に LAC

産出国が重要鉱物の世界生産に占める割合
が低下してきている。2010～22 年には、同

 
6 IEA（2023）によると、2022 年の探査事業費は、リチウム探鉱の記録的な伸びによって 20％増加した。
カナダとオーストラリアにおいて前年比で 40％超伸びた。探鉱活動はアフリカとブラジルでも拡大してい
る。 

地域の銅生産量の世界シェアは 44%から
37%、リチウム生産量のシェアは 49%から
37%に低下した。LAC 産出国が銅とリチウ
ムの世界生産シェアを維持するためには、
2030 年までに IEA による３つのエネルギ
ー転換シナリオ（脚注 4 参照）平均で 564
億ドルの総固定資本形成投資（GFCF）が必
要となる。チリが世界生産シェアを維持す
るためには、銅で 363 億ドル、リチウムで
74 億ドルの投資が必要となり、ペルーは銅
で 104 億ドル、アルゼンチンはリチウムで
23 億ドルの投資が必要となるとの推算もあ
る（ECLAC 2022、2023b）。 
 

LAC で新たな投資プロジェクトが操業す
れば、今後数年間で、戦略的鉱物の埋蔵量と
生産量における世界シェアを大幅に拡大す
る可能性があると ECLAC（2023a）は指摘
する。世界需要の高まりを受けて、ラテンア
メ リ カ 諸 国 で は 非 鉄 金 属 （ non-ferrous 
metals）採掘・抽出向け探査予算がその他の
地域と比較して最も多く、2022 年には 32
億 6,100 万ドルを記録し、2013 年以来の最
高額となった。なかでも、アルゼンチン、ブ
ラジル、チリ、ペルーで計画中、あるいは操
業間際の鉱業プロジェクトの投資総額が
2022 年末で 1,780 億ドルに達した（表－1
参照）（ECLAC 2023b）。 
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よって LAC 諸国は、世界供給の硬直化の
回避に向けて、域内に豊富に存在する戦略
的鉱物の世界需要の動向に柔軟に対応すべ
きであり、LAC 諸国はそれらの鉱物の採掘・
抽出および精錬・加工の能力を拡充しなけ
ればならない。LAC 諸国の重要鉱物の採掘
活動が順調に拡大するかは、鉱山投資の可
用性、開発に必要な知識伝授と技術移転、社
会環境紛争の解決能力、ガバナンスの改善、
政策・規制・財政枠組みの更新など、多くの
要因に左右される。「LAC 地域における採
掘活動への新たな投資誘致は、規制緩和、税
制優遇措置、環境規制緩和によるものでは
なく、むしろ州政府や地方自治体、ローカル
コミュニティとの協議プロセスや利益配分
のための正当なメカニズムをも含むべきで

ある」と ECLAC は包括的なアプローチの
必要性を強調する（ECLAC 2023a, 2023b）。  
 
B. 重要鉱物としての特定化：各国・地域別 
 
世界で重要鉱物の供給源の多様化を目指

して新しい政策を打ち出す国が増えている。
EU の重要原材料（CRM）法、米国のイン
フレ削減法、オーストラリアの重要鉱物戦
略、カナダの重要鉱物戦略などが代表例と
して挙げられる（USGS 2023）。IEA の重要
鉱物政策トラッカーによると、世界で約
200 件に及ぶ政策・規制が特定されており、
そのうちの 100 件超が過去数年間に制定さ
れたものである。これらの規制の多くは貿
易や投資に影響を及ぼし、中には輸出入制

表―１：ラテンアメリカ 4 か国 鉱業投資プロジェクト（計画・実施）2022～23 年時点 

 
a/アルゼンチンの鉱業活動に関する公共情報システム（SIACAM）、鉱業事務局による投資発表データ、2022 年 12

月 7 日現在更新。 
b/ ブラジル鉱業研究所（Instituto Brasileiro de Mineração: IBRAM）、鉱業部門プレゼンテーション、2022 年 10

月。 
ｃ/ チリ銅委員会（COCHILCO）、投資プロジェクト・ポートフォリオ 2022-2031 年、 2022 年 12 月。 
d/ エネルギー・鉱業省（MINEM）、投資プロジェクト・ポートフォリオ 2023、2023 年 1 月。 
出所：ECLAC (2023b)、Table II.２、28 頁から抜粋。 

アルゼンチン
2019年12月以降、24件のプロジェクトが登録済。金額は102億
3,100万ドル。その内訳：45％が銅、42％がリチウム。a/

ブラジル

2022～26年で404億3,800万ドル相当の投資が計画されており、す

でに46％が実施済み。b/ 　　大半のプロジェクトは、同国の主要

鉱物である鉄鉱石（34％）関連。

チリ

2022～31年に、736億5500万ドルに相当する53件のプロジェクト

が計画され、そのうち19％がすでに実施済み。銅が第1位で、投資

総額の87％を占める。c/

ペルー

2023年～29年に、47件のプロジェクトが計画されており、その規

模は537億1,500万ドル。そのうち3.7％は実施済み。プロジェクト

の大半は銅（72％）関連。d/
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限を含むものもある 7。資源国の中では、イ
ンドネシア、ナミビア、ジンバブエが未加工
鉱石の輸出を禁止する措置を導入している。
世界的にみても、重要原材料の輸出制限は
2009 年以降 5 倍に増えている（IEA 2023）。 
 

これらの新しい取り組みには、サプライ
チェーンの多様化という共通目的を有する
ものが多い。発展途上の資源国から原料を
採取し、中国で加工した後、精錬金属として
消費国に出荷するという、これまでの商品
供給モデルからの脱却を目指すものである
（IEA 2023）。新しい法体制は、世界のサプ
ライチェーンにおいての各国の新しい位置
づけの試みを反映する。例えば、未開発の鉱
物資源を大量に保有する多くの国は、国内
生産の開発と高付加価値のサプライチェー
ン工程への参入に重点を置く。一方で、消費
国は安全保障の仕組み、精製能力、技術革
新、リサイクルを重視する（ECLAC 2023a, 
2023b）。 
 

原材料の「重要性（criticality）」を特定す
る に は 、 幾 つ か の 概 念 が 必 要 と な る
（Sanchez‐Lopez 2023）。米国の場合は当
初から、軍事産業だけでなく民間のニーズ
にとっても不可欠であり、米国領土内に存
在しない（または十分な量が生産されてい
ない）材料、と特定されていた。近年は中国
に依存しない多様化したサプライチェーン
の構築、米国内原材料産業の再育成、米国内
鉱石の中国輸出抑制、回収・リサイクルの強
化 を 目 指 す 。 欧 州 委 員 会 （ European 
Commission）にとっての重要基準は、① 消

 
7 2023 年 7 月、中国がガリウムやゲルマニウムの輸出規制を発表した（IEA 2023）。 

費者向け電子機器、環境技術、自動車、航空
宇宙、防衛、健康、鉄鋼など、欧州経済の主
要部門にとっての経済的重要性、② 高輸入
依存度、原材料の供給源集中度から生じる
供給リスク、③ 既存用途だけでなく将来の
用途においても代替材料の不足から生じる
リスク、の 3 条件に係っている（NEDO 
2022）。 

 
以下で、要国・地域における鉱物の重要性

（criticality）特定プロセスについて整理す
る。 

 
1. 欧州連合（EU） 

 
欧州委員会（EC）が 2008 年に決定した

「Raw Material Initiative（RMI）」では、鉱
物資源戦略の柱として、① 国際市場におけ
る原材料アクセスの確保、② EU 域内から
の持続的供給体制の確立に向けた環境整備、
③ リサイクルや省資源化の推進による原
材料消費の削減の加速化、を掲げると共に、
その付属文書の中に「クリティカルな原材
料」に関する準備調査が掲載された。EC は
RMI の一環として 2010 年、「EU にとって
不可欠な原材料（Critical raw materials for 
the EU）」を発表した（JOGMEC 2010）。同
報告書では EU にとってクリティカルな 14
鉱種の鉱物資源が選定された。選定資源の
リストは 2011 年以降、3 年ごとに更新され、
2014 年には 20 品目、2017 年には 27 品目、
2020 年の最新版では 30 品目と、時系列で
みても着実にリストが拡大されてきた。リ
チ ウ ム は 2020 年 版 に 初 め て 含 ま れ た
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（ECLAC 2023a）。ドイツ 8やフランス 9は、
EU の枠組みとは別に、独自の戦略を提示し
ている（経済産業省 2023c、NEDO 2022）。 
 

EU は 2017 年、EV 産業の発展を目指し
て 「 欧 州 電 池 同 盟 （ European Battery 
Alliance）」を発足させた。2020 年に EC は
欧州における重要鉱物の供給と原材料の循
環経済への投資拡大を目指す「欧州原材料
ア ラ イ アン ス（ European Raw Materials 
Alliance（ERMA）」の設立を発表した。さら
に、EC 委員長は 2022 年 9 月、リチウムや
レアアースなどのサプライチェーンのレジ
リアンスを確保し、原材料の輸入先の多様
化、域外国での生産・精製イニシアティブの
支援、欧州共同体におけるリサイクル目標
を設定して、中国への依存度の軽減を目指
す 新 た な 立法 構 想「 欧州 重 要 原 材料 法
（European Critical Raw Materials Act）」を

 
8 ドイツ政府は、鉱物資源の責任ある持続可能な調達を確保する企業の取り組みを支援するための行動枠
組みとして「ドイツ原材料戦略：The German Government’s raw materials strategy」を 2010 年に発表し
た。2020 年 1 月の改訂版には、① 長期的な産業用原材料の供給確保、② 産業用原材料を環境的に持続可
能な基盤においた、産業における価値創造の強化、③ EV 化や再生可能エネルギー拡大を背景に、資源の
有限性の課題に配慮し、国内資源採掘・省資源加工技術・リサイクル技術の強化、を明記している。2023
年 1 月、ドイツ政府は、単一供給国への依存度を低減し、供給不足を回避するために見直しを行なうこと
を明らかにした（経済産業省 2023c）。 
9 フランス政府は、エネルギー、自動車、航空、宇宙などの卓越した分野のエコロジー転換の支援を目的と
する、「フランス 2030」を 2021 年 10 月に発表した。10 項目の優先目標に関する、2030 年までの 300 億
ユーロの投資計画を提示し、投資計画の成功条件として、金属、レアアース等の原材料へのアクセス確保
の必要性に言及している。2022 年 1 月、自動車大手の仏 PSA 社（現 Stellantis 社）会長などの重職を務め
た Philippe Varin 氏が、政府の依頼を受け、重要金属（バッテリー金属、レアアース）の供給確保に関する
『Varin 報告書』を作成・発表した（経済産業省 2023c）。 
10 仏エラメット（Eramet）社が中青山控股集団（Tsingshan）と提携してアルゼンチンで開発中のプロジェ
クトやドイツを拠点とする AMG リチウム社がブラジルで開発中のプロジェクトが挙げられる。エラメッ
ト・プロジェクトは、工業規模で初めてリチウムを直接抽出する技術を採用したことで、従来の蒸発法と
比べて水の消費量と抽出時間を削減できる特徴がある（ECLAC 2023b）。 
11 リショアリング（オンショアリングとも呼ばれる）とは、企業が事業を原産国または市場の需要に近い
国に戻すことであり、他国に移転するオフショアリングとは異なる（ECLAC 2023a）。 

発表した（ECLAC 2023a）。今のところ、
LAC 地域でのリチウム採掘開発プロジェク
トへの欧州企業の参加は限定的だとされる
10（ECLAC 2023b）。 

 
2. 米国 

 
米国では 2018 年に初めて重要鉱物リス

トが作成された。その後、内務省が 3 年ご
とに同リストを更新するよう求めた「2020
年エネルギー法（Energy Act of 2020）」に
基づき、2022 年に同リストが更新された。
更新リストには、リチウムの他に 50 種の鉱
物が含まれており、2018 年版にニッケルと
亜鉛など、15 品目が追加された（USGS 
2023）。「リショアリング」構想 11が重要視
されるなか、2021 年の「インフラ投資・雇
用法（The Infrastructure Investment and 
Jobs Act）の一環として、2022 年 2 月、バ
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イデン政権はサプライチェーン構築・確保
のための大統領令に署名、ニッケル、リチウ
ム、コバルト、希土類元素の精製など、EV
サプライチェーンに必要な材料の国内生産
に総額 30 億ドルを、加えて 30 億ドルをバ
ッテリー製造とリサイクルに割り当てる措
置を発表した（ECLAC 2023a, IEA 2023）。 
 

2022 年 8 月の「インフレ抑制法（Inflation 
Reduction Act；IRA）」には、国内生産に対
する税制優遇措置と、一定の条件を満たす
新型電気自動車の購入者に対する 7,500 ド
ル（約 100 万円）の税額控除が含まれてい
る。車載バッテリーには米国内、または米国
と自由貿易協定（FTA）を結んでいる国で
採掘または加工された重要鉱物の割合が最
低限含まれていなければならない（ECLAC 
2023a、IEA 2023）。EV を北米で組み立て、
電池部品の調達比率を 50％以上に上げて中
国の排除を狙う（日本経済新聞 2023e）。精
錬したリチウム輸出で世界首位のチリと、
EV 部品で可能性を持つメキシコは、米国と
FTA を締結しており、EV サプライチェー
ン参入の後押し要因となりうる。 
 

3. 日本 
 

2020 年、経済産業省は、中国への依存度
が高い原材料、特にレアアースの供給に懸
念を表明した（METI 2020）。日本のリチウ
ムイオン電池の世界市場シェアが 2015 年
の 40%から 2020 年には 20%へと急減し、
原材料の入手が困難になれば、日本の電池
産業の脆弱性が高まる可能性があるとの認
識が高まっていた。2023 年 1 月、同省は、
「重要鉱物に係る安定供給確保を図るため

の取組方針」を発表した。重要鉱物リストに
は、今後市場拡大が見込まれる電動車や定
置用蓄電池で用いられるレアアース、リチ
ウム、ニッケル、コバルト、グラファイト、
マンガンが特記されている。重要鉱物の供
給については、日本は「海外からの輸入に依
存しているが、それぞれの鉱物を産出する
国には偏りがあり、政情不安が懸念される
国から産出されるものも多い」ことから、供
給源の多様化の必要性が強調されるように
なった（経済産業省 2023a）。2023 年 3 月、
日本と米国との間で、「重要鉱物のサプライ
チェーンの強化に関する日本国政府とアメ
リカ合衆国政府との間の協定」が発効した。
今後も EV バッテリーの大幅な需要拡大が
見込まれるなか、その生産に不可欠な重要
鉱物の確保が緊急の課題となっていること
も踏まえ、そのような重要鉱物について、持
続可能で衡平なサプライチェーンの構築に
向けた協力の強化を目指すものである（経
済産業省 2023b）。 

 
日本政府は、重要鉱物の安定供給確保に

向けて、独立行政法人エネルギー・金属鉱物
資源機構（JOGMEC）を通じた資源探査や
民間企業のリスクが高いとされる資源開発
プロジェクトへの資金提供、資源外交を通
じた資源国との関係強化等に加え、リサイ
クルや使用量低減に係る技術開発の推進な
どに取り組んできた。近年、JOGMEC は、
製錬・精製工場の移転を促進する目的で、製
錬・精製工場の建設を手がける日本企業を
支援する政策を強化している。 

 
その一例として、豊田通商がオールケム

（Allkem）社（旧豪リチウム資源開発会社
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のオロコブレ社）との合弁で、アルゼンチン
のサラ・デ・オラロス（Salar de Olaroz）に
あるリチウム生産拠点のサレス・デ・フフイ
（Sales de Jujuy）において、2014 年より炭
酸リチウムの生産を開始した（豊田通商 
2018、日本経済新聞 2023h）。炭酸リチウム
だけでなく、高品質の水酸化リチウムを国
内外のメーカーに安定供給するため、2018
年に豊通リチウムを設立し、福島県楢葉町
に国内初の水酸化リチウム製造プラントを
建設した。本事業は、経済産業省の「産業立
地・雇用創出等による被災地自立・復興支援
事業費補助金」の対象事業でもある（Toyota 
Tsusho 2022）。 
 

4. 鉱 物 安 全 保 障 パ ー ト ナ ー シ ッ プ
（Minerals Security Partnership） 

 
2022 年 6 月、カナダで開催されたカナダ

探 鉱 ・ 開 発 者 協 会 （ Prospectors and 
Developers Association of Canada）の見本
市で、重要鉱物のサプライチェーンを強化
するための米国主導のイニシアティブ「鉱
物の安全保障パートナーシップ（Minerals 
Security Partnership: MSP）」が発足した。
同構想には現時点でオーストラリア、カナ
ダ、フィンランド、フランス、ドイツ、イン
ド、イタリア、日本、ノルウェー、韓国、ス
ウェーデン、英国、米国、欧州連合（欧州委
員会が代表）が参加する。MSP 参加国に情
報を共有し、重要鉱物プロジェクト実現に
向けて、MSP 各国政府の資源を調整するメ
カニズムを提供することにより、既存の多
国間フォーラムを補完するものである。
2023 年 2 月、MSP のパートナーと主要な
鉱物資源が豊富なアフリカ諸国は、アフリ

カ大陸における重要鉱物の責任ある採掘と
加工における優先事項、課題、機会について
話し合うため、南アフリカのケープタウン
で次官級会議を開催した（United States 
Department of State 2023）。  

 
MSP は、「鉱物は、世界経済とクリーン・

エネルギーへの移行を促進する技術にとっ
て不可欠であり、重要なエネルギー鉱物の
多様で安全かつ持続可能なサプライチェー
ンは、気候危機と闘うために必要なスピー
ドと規模でこれらの技術を展開するために
不可欠である」との認識のもと、産業界と協
力し、環境・社会・ガバナンス（ESG）につ
いても高基準を遵守し、重要エネルギー鉱
物のサプライチェーン全体を通じて、戦略
的機会への政府および民間部門の投資を促
進するのが目的である（ECLAC 2023a）。
2023 年 6 月現在、MSP は、複数の鉱物と
サプライチェーンに跨る、世界各地で十数
件 の 鉱 物 プロ ジ ェク トを 査 定 中 であ る
（United States Department of State 2023）。 
 

5. 中国 
 

中国はこれまで、鉱物資源の合理的利用
を重視し、その供給の重要性と安全性を政
府の優先事項としてきた。1992 年に開かれ
た国連｢環境と発展｣会議の後、中国政府は
率先して『中国アジェンダ 21―中国 21 世
紀の人口、環境、発展白書』を制定し、2001 
年 4 月には『全国鉱物資源計画｣の実施を
承認、2003 年 12 月、『中国の鉱物資源政策』
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と称する白書を発表した 12 （ JOGMEC 
2004）。2015 年 9 月に発表された「メード・
イン・チャイナ 2025」計画は、製造業の国
際化レベルの向上を図り、国内外の資源と
市場を有効に利用し、より積極的な開放戦
略を実施し、外資誘致と海外進出を融合さ
せ、新しい開放分野を開拓することを目指
すようになった。2013 年に始まった「一帯
一路」構想にもこれらの指針が含まれてお
り、市場を拡大すると同時に、中国の経済と
産業への投入資源の供給を確保する目的で、
中国の対外直接投資（FDI）を後押ししてき
た（ECLAC 2023a）。 

 
レアアースに関して国務院は、「レアアー

ス業界の持続的かつ健全な発展の促進に関
する若干の意見」を 2011 年 5 月に公布し
た。この中で「基本的に大企業が主導するレ
アアース産業構造を構築し、今後 1～2 年の
内に、南方のイオン吸着型レアアース産業
について業界トップ 3 グループへの産業集
中度を 80％以上にまで高める」とした
（JOGMEC 2011）。また、同院は「希土管
理条例」を 2021 年１月に公布した。中国政
府は、この条例により、レアアースおよびレ
アアース関連製品の生産管理、輸入管理、輸
出管理（国内における規制）、および反外国
制裁法により輸出規制（国外への規制適用）
な ど 、 管 理 体 制 の 強 化 を 進 め て い る
（JETRO 2022a、NEDO 2022）。 
 

 
12 同白書には、「中国ではこれまでに 171 種の鉱物資源が発見され、資源埋蔵量が確認されたものが 158
種あり、そのうち石油、天然ガス、石炭、ウラン、地熱などのエネルギー鉱物が 10 種あり、鉄、マンガ
ン、銅、アルミニウム、鉛、亜鉛などの金属鉱物が 54 種あり、グラファイト、燐、硫黄、カリ塩などの
非金属鉱物が 91 種あり、地下水、ミネラル・ウォーターなど液体と気体の鉱物が 3 種ある。鉱産地は 1
万 8,000 か所近くあり、そのうち大中型鉱産地は 7000 余か所ある」との指摘がある（JOGMEC 2004）。 

中国は豊富な資金を生かして資源の「囲
い込み」を進める。2021 年以降のリチウム
権益買収は中国企業が取引金額ベースで約
6 割を占める。現時点では、権益の獲得時期
は終わり、実際にプロジェクトを立ち上げ
るステージに入っている（日本経済新聞
2023h）。LAC 地域においても進行中のリチ
ウム関連プロジェクトで大きな存在感を示
すようになった。アルゼンチンにおける 40
件を超えるリチウム関連プロジェクト案件
のうち、少なくとも 11 件に携わっており、
Ganfeng（江西贛鋒鋰業集団股分有限公司）
社 は メ キ シコ の ソノ ラ鉱 床 を 所 有し 、
Tianqi（天斉リチウム）社はチリ SQM 社の
25.86％の株式を保有する。中国のコングロ
マリットである CBC がボリビアのウユニ
塩 湖 や コ イ パ サ 塩 湖 で 、 国 営 企 業
（Yacimientos de Litio Bolivianos：YLB）と
直接採掘技術を適用する 10 億ドル相当の
投 資 契 約 を 2021 年 に 締 結 し て い る
（Fornillo 2023）。 
 
C. 中国の支配力と欧米との経済覇権争い 
 

クリーン・エネルギー移行に必要な鉱物
供給源の地理的集中度が高まるにつれ、重
要鉱物サプライチェーンにおける脱中国化
対策が急務とみる国が増えている。資源ナ
ショナリズムが台頭し、米中間のデカップ
リングも進むなか、経済安全保障における
米国、EU、中国のような経済大国の経済覇
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権争いがアフリカやラテンアメリカでも展
開されている。重要鉱物の開発は世界経済
の地政学的動向を理解するうえで重要な鍵
となる。 
 
重要鉱物の精製・加工過程における中国の

優位性は、原料資源確保に向けての競争激
化をも意味する。中国は世界最大の鉱物・金
属加工ハブである一方で、大量の原料を輸
入に頼っており、その供給元が限られてい
ることが多い。他の経済主要国が重要鉱物
のサプライチェーンの多様化対策を強化す
るなか、中国も対抗して原料供給源の多様
化を推進している。アフリカやラテンアメ
リカの多くの鉱業資産に積極的に投資して
いる中国の海外鉱業投資は今後数年で増大
する可能性が高いと考えられる。2018 年か
ら 2021 年上半期にかけて、中国企業はリチ
ウム資産買収のために 43 億ドルを投資し
たが、これは同期間の米国、オーストラリ
ア、カナダ企業による投資額合計の 2 倍に
相当する。また、中国は、原料への戦略的ア
クセスを確保する目的で、他地域の加工、精
製、下流施設への投資も行っている。インド
ネシアのニッケル加工工場への投資はよく
知られる。中国の EV 大手、BYD（比亜迪）
社は 2023 年 4 月、チリ北部に 2 億 9,000 万
ドルのリチウムイオン電池のカソード製造
工場の建設計画を発表した（IEA 2023、
JOGMEC 2023a）。 
 

中国の自動車メーカーは今後主流になり
つつある EV に強い。また、EV の心臓部と
もいえる電池材料分野で中国が主導権を握
りつつある。その一例として、米テスラ社の
蓄電池の供給先の 4 割が中国企業である

（日本経済新聞 2023d）。中国への過剰な依
存はリスクを招きかねないとの懸念から、
経済安全保障上の重要物資の確保に向け、
EM を促進する国々が規制強化や投資拡大
を導入するようになった。EV 生産と消費に
対する環境保全規制の強化や税制上の優遇
措置を導入する政府が増えるなか、米国は
自国の自動車産業に多額の補助金を投入す
る。欧州連合は中国製の安価な EV の EU へ
の流入を問題視し、中国政府による EV 産
業への補助金提供が公平な競争を阻害して
いないか、調査を始める運びとなった（ラッ
クマン 2023）。 

 
米国は世界第 2 位の巨大 EV 市場である。

一方で EV の心臓部である電池については
中国企業が世界生産の 6 割を占める。世界
の自動車大手は中国以外から電池や部品を
確保するためサプライチェーンの見直しを
急ピッチで進めて中国の切り離しを図る。
米テスラ社は 2023 年 5 月に着工した米テ
キサス州のリチウム精錬工場から EV100
万台分のリチウムを精錬する方針だと伝え
られる（日本経済新聞 2023d）。米国は自由
貿易協定（FTA）を締結している友好国と
サプライチェーンの再構築を図るが、友好
国のなかにはラテンアメリカの産出国のよ
うに重要鉱物資源開発において人権や環境
リスクなど経済安全保障以外の課題も存在
する国が少なくない。 
 

本レポート（下）では、リチウムに焦点を
当てて、ラテンアメリカ産出国間の開発戦
略の類似・相違点、中国を含む世界の大手企
業による同産業の開発動向について詳しく
考察する。  
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